
 

 

 

 

 

 

 

１ 空き店舗等活用事業 
補助金右図指定エリア対象 

小諸市中心市街地の空き店舗等を活用し

て事業を始めようとする方を対象に、店

舗改修費を最大１００万円支援する制度

です。 

〇対象者・・・小売店、飲食店、サービス業（旅 

行業、宿泊業）を始めようとして 

いる方。チャレンジ起業相談室の 

相談者。 

〇対象経費・・空き店舗等の改修費または新・改 

築費+附帯施設の設置に要する経 

費+空き店舗等の購入費（土地代除 

く） 

〇補助率・・・対象経費の合計（消費税抜）の１/３以内 〇限度額・・・１００万円（３年間分割交付） 

※改修等を行う施工業者は、市内に事業所を有するか、市内に住民登録がある個人事業主に限ります。 

 

         補助金の詳細は                    空き店舗情報は 

◀こちらから                     ◀こちらから 

 

２ 空き店舗等活用創業支援事業補助金小諸市内全域対象 
小諸市内に空き店舗等を活用して新たに創業する方を対象に、店舗等の改修費を最大３０万円支援する制

度です。 

〇対象者・・・小売店、飲食店、サービス業等を新たに営もうとする創業者。 

開業時に小諸市に住民票がある方 

チャレンジ起業相談室の相談者で、事業計画を作成している方。 

〇対象経費・・空き店舗等の改修費または新・改築費+附帯施設の設置に要する経費+空き店舗等の購入費（土地代除く） 

〇補助率・・・対象経費の合計（消費税抜）の１/３以内 

〇限度額・・・３０万円                                        補助金の詳細は 

※改修等を行う施工業者は、市内に事業所を有するか住民登録がある個人事業主に限ります。 ◀こちらから 

 
下記、１・２支援制度は、小諸商工会議所のチャレンジ起業相談室への相談

が条件となります。小諸商工会議所では各分野の専門家と連携し、創業・経営

革新支援のためのコーディネーターが常駐しています。 

 お気軽にご利用、ご相談ください。 

  

 

 
小諸商工会議所 ℡0267-22-3355 

〒384-0025 小諸市相生町 3-3-12 

お問い合わせ先 小諸市役所 商工観光課商工振興係 ℡0267-22-1700（内線 2215） 



 〇移住者起業支援給付金（小諸市）事業期間令和 6 年度末まで 

移住者の起業に要する費用を 1 事業者あたり 30 万円支援します 
・対象者 

小売業、飲食業又はサービス業等のうち一般向け営業を行う業種を始めようとする方で、 

小諸市に 3 年以上の定住及び事業継続の意思のある方 

市内金融機関において起業支援の融資（100 万円以上）を受けた方 

県外より小諸市に転入し 1 年以内に起業する方 

〇ソーシャル・ビジネス創業支援金（長野県）公募期間あり（例年 4、5 月頃） 

長野県内の地域課題をビジネスの手法で解決するソーシャル・イノベーションによる創業等

を行う方に対し、その事業に要する経費の一部を助成します。 

・対象事業 

地域活性化、過疎地対策、買物弱者支援、地域交通支援、子育て支援、環境エネルギー関連、社会福祉等の地域の課題解決

に資する社会的事業であり長野県内で実施する事業 

※起業家や有識者、産業支援機関等で構成される審査委員会で採択されることが必要です。 

・補助額 

県内の地域課題に対する社会的事業の創業等をする方に最大 200 万円、補助率 1/2 以内 

・対象経費、対象者は長野県のホームページでご確認ください。  

 

〇小諸創業塾例年秋開催（小諸商工会議所） 

経営、財務、人材育成、販路開拓等の 

講座を開催しています。         ▼会議所ホームページ 

所定回数を受講すると、法人設立時の登録 

免許税軽減等の優遇があります。 

〇融資制度 低利融資で創業者を支援します 

創業支援融資（小諸市） 貸付利率 1.5%      創業支援融資（長野県） 貸付利率 1.1％ 

最大 2,000 万円（運転資金・設備資金）まで融資します   最大 5,500 万円（運転資金・設備資金）まで融資します 

取扱金融機関                          取扱金融機関 

八十二銀行小諸支店                       長野県内に支店がある金融機関      

長野銀行小諸支店 

長野県信用組合小諸支店 

上田信用金庫小諸支店、和田森支店 

  

 

〇長野県スタートアップステーション 

コンサルタント、中小企業診断士、 

会計士等の経験豊富なコーディネーターが、 

相談者の創業・新規事業に関する相談対応 

を行い、アイデアの事業化を支援します。 

  
 

〇税制優遇 

創業等応援減税（長野県） 

長野県内で新たに中小法人を設立した 

場合、創業から５年間、法人事業税を 

課税免除します。 

 

〇日本政策金融公庫 

創業する業種や創業時の年齢、性別など、 

様々な条件によってご利用いただける融資 

制度があります。 

創業前・後の相談も可能です 

詳しい情報はそれぞれのホームページでご確認ください 

 


